
１．輸送サービスの範囲
（１）利用対象地域

（２）利用数（現在：令和元年度）

（３）路線の特性及び利用者の特徴

（４）路線の必要性

２．輸送サービスの形態

３．輸送サービスの水準

４．輸送サービスの提供主体及びその理由

５．輸送サービスの提供主体及びその理由

×

６．輸送サービスの利用促進計画
（１）利用者数の目標

（２）利用促進策

区分

区分

※上記目標
設定の考え方

路線の周知を推進し、利用者の上積みを図っていく

本地ヶ原

計画
(R01.10)

29,651 27,758 1,893363.05 9475.1 339.87 81,674.3

往
復

利用促進策の内容

往
復

元年度(見込) ２年度 ３年度 ４年度

8.1

路線マップ・時刻表の配布、広報紙やホームページ等を活用したＰＲ、利用実態に応じた運行ルートやダイヤなどの見直し　等

瀬戸駅前
愛知医科大学病
院

藤が丘

947

5.18.1

本地ヶ原

系統名

運行系統

終点主な経由地

3.4

3.5

区分 負担者別内訳

事業者
(千円)

市町村
(千円)

県
(千円)

国
(千円)

差額
(千円)
H

《F－G》

経常収益
(千円)
G

《D×E》

経常費用
(千円)
F

《C×E》

計画実車
走行キロ
(km)
E

計画
平均乗
車密度
(人)

B

当系統キ
ロ当たり
経常収益
(円銭)
D

乗合バス
事業者キ
ロ当たり
経常費用
(円銭)
C

１日当
たり計
画運行
回数
(回)

A

系統名 計画輸送量(人)

《A×B》

13.6

復 13.7

名古屋市

瀬戸市

尾張旭市

往
復

名古屋市藤が丘駅周辺、尾張旭市本地ヶ原地域、長久手市岩作地域・愛知医科大学病院周辺、瀬戸市尾張瀬戸駅周辺・本地地域

5.5

系統
キロ程

2.6

5.5

　116,200人

計画
(R01.10)

区分
１日当たり
計画運行回数関係市町村キロ程

運行時間帯

8.1 16:249:10 ～

2.6

令和２年度　本地ヶ原線に係る生活交通確保計画

市町村名：
名古屋市、尾張旭市、長久手市、瀬戸市

　民間事業者による乗合バス（路線定期運行）

２年度
３年度
４年度

　藤が丘駅（名古屋市）と尾張瀬戸駅（瀬戸市）を結ぶとともに、総合病院（愛知医科大学病院）で他の幹線系統やコミュニティバス等と接続しており、地域住民の日常生活に
おける移動手段を確保するため必要不可欠である。

　当該路線は鉄道駅、総合病院を結ぶ路線であり、沿線住民の鉄道駅への接続及び通院や買い物の足として利用されています。

120,700119,200117,700116,200
年間利用者数

(人)

0 0
41.3

名鉄バス株式会社
・当該エリアを運行する既存のバス会社であり、沿線状況を熟知しているため。
・駅周辺に停留所を有しており、安全で円滑な運行が可能になるため。

起点
備考

長久手市
往
復

2.1

2.1

往

（現行からの変更点）

１日当たり計画運行回数

×計画平均乗車密度

資料５



（３）事業の効果

（４）平成３０年度事業評価結果を踏まえた取組等

７．収支改善計画（生産性向上の取組）
（１）２年度の生産性向上の取組
　

市町村名 名古屋市 市町村名 尾張旭市 市町村名 長久手市 市町村名 瀬戸市

（２）定量的な効果目標

名古屋市 尾張旭市 長久手市 瀬戸市

区分

市町村名② 市町村名③ 市町村名④

事業効果の内容

路線の更なる周知により利用者の増加を図り、
増収を目指す。

沿線市町村④

コミュニティバス路線と結節し、鉄道駅及び総合病院を結ぶ路線が維持されることにより、地域住民の広域移動や通院等の日常生活における移動手段が確保され
る。

・ポケット時刻表、バスマップの作成
・ＨＰ、携帯、スマートフォンでの時刻検索システム、バスロケーションシステムの提供

２年度
３年度
４年度

76.7%
収支率

選択
の理
由

生産性向上の取組成果を明確に
把握できると考えるため

指標

沿線市町村意見

市町村名①
運営主体の案

利用促進の取組みを
進めるべきと考える
ため

生産性向上の取組結
果が明確に見て取れ
ると考えるため。

生産性向上の取組結
果を明確に把握する
ことができるため。

収支改善率を指標と
することで、明確に
生産性向上の取組結
果を把握することが
できるため。

・本市営バスルートマップに名
鉄バス停留所を記載し、乗換案
内図にも行先を掲載して周知を
図る。
・市広報誌に公共交通に関する
特集ページを掲載し周知を図
る。

・市民、交通事業者等と協力
し、公共交通利用促進事業を
実施する。
・ＨＰ、広報誌等を活用した
公共交通利用促進及び啓発を
図る。

①広報紙やホームページ等に
よる利用促進活動を行う。

②公共交通とまちづくりが連
携した公共交通網形成計画を
策定し、他の路線との連携の
強化をはじめ、公共交通ネッ
トワークの再構築を推進す
る。

・本市営バスルートマップの乗
換案内図に記載し配布中。
・令和２年９月

― ①通年

②令和２年３月

収支率 収支率

取組

収支改善率

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
等

継続して、ポケット時刻表、バスマップ
の作成、ＨＰ、携帯、スマートフォンで
の時刻検索システム、バスロケーション
システムを提供し、利用者利便の向上に
努める。

―

運営主体
沿線市町村① 沿線市町村② 沿線市町村③

交通エコライフの取組みを進
め、公共交通利用促進を実施
する。

―

収支率

30年度現状値２年度目標値

75.7%

（目標設定の考え方）

増
収
策
、

経
費
削
減
策
等

増
収
策
、

経
費
削
減
策
等


